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第１ 趣旨 

公益財団法人東京都私学財団（以下「財団」という。）が行う私立学校外国語指導助手活用事業費助
成事業に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和
37 年東京都規則第 141 号）に定めるほか、この要綱の定めるところによる。 

第２ 目的 
この補助金は、総務省、外務省、文部科学省及び一般財団法人自治体国際化協会（以下「CLAIR」

という。）が実施する「語学指導等を行う外国青年招致事業」（英語名 The Japan Exchange and 
Teaching Programme 以下「JET プログラム」という。）の参加者（以下「プログラム参加者」とい
う。）を採用する都内の私立中学校及び高等学校の設置者（以下「学校法人」という。）が採用等に伴
い要する経費の一部を財団に対し補助することにより、私立学校における外国語教育の充実を図るこ
とを目的とする。 

第３ 交付対象 
補助金の交付対象となる者は、財団とする。 

第４ 補助金の額及び交付対象経費 



１ 補助金の交付対象とする経費は、財団が行う私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業に要す
る経費とし、予算の範囲内で措置する。 

２ 補助対象となる費目は、別表１に定めるとおりとする。ただし、新型コロナウイルス感染症の影
響により、プログラム参加者の採用に支障が生じた場合に要する経費については、別表２に定
めるとおりとする。 

第５ 交付申請書の提出 
財団は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（別記第１号様式）に次の書類

を添えて知事に提出しなければならない。 
１ 当該年度の事業計画書及び収支予算書 
２ 定款 
３ 印鑑証明書 
４ 前年度の決算書 
５ その他知事が必要と認める書類 
ただし、補助金交付申請書（別記第１号様式）の提出は、補助金申請システム（以下「Ｊグランツ」

という。）による申請をもってこれに代えることができる。この場合、３ 印鑑証明書の添付は省略す
ることができる。なお、Ｊグランツに入力すべき項目については別に定める。 

第６ 交付の決定及び通知 
知事は、第５に規定する補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査の上、交付の可否を

決定し、その決定の内容及び交付の条件を財団に対して通知する。 
第７ 申請の撤回 

知事は、補助金の交付の決定に際しては、交付決定の内容又はこれに付けた条件に異議がある場合
は、当該決定通知の受領の日から 14 日以内に申請の撤回をすることができる旨を財団に対して通知
する。 

第８ 交付の方法 
補助金の交付は、原則として８月及び３月に概算払の方法により行う。 

第９ 交付の条件 
補助金の交付の決定に当たっては、次に掲げる条件を付すものとする。 

１ 補助金は、補助対象事業に要する経費に使用し、他の目的に使用してはならないこと。 
２ 補助対象事業は、会計年度ごとに４月１日から翌年３月 31 日までに完了しなければならないこ

と。 
３ 補助対象事業に係る関係書類を整備し、会計年度終了後５年間保管すること。 
４ 知事が東京都職員に、３に規定する書類を調査させた場合又は補助対象事業について報告を命じ

させた場合は、これに応ずること。 
５ 補助事業の遂行に当たって知り得た事実を、みだりに他に漏らしてはならないこと。 
６ 第５又は第 10 の規定により提出した書類の内容に錯誤があることが判明した場合は、速やかに

その内容について文書により知事に報告しなければならないこと。 
第 10 実績報告書の提出 

財団は、補助対象事業が完了したときは、実績報告書（別記第２号様式）を知事に提出しなければ



ならない。ただし、Ｊグランツを利用した実績報告を行う場合には、実績報告書（別記第２号様式）
の提出に代えることができる。なお、Ｊグランツに入力すべき項目については別に定める。 

第 11 補助金の額の確定 
知事は、第 10 の規定による実績報告書が提出されたときは、当該報告書の内容を審査の上、その報

告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると
認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、財団に通知する。 

第 12 交付決定の取消し 
１ 知事は、交付の決定を受けた財団が次の各一のいずれかに該当した場合は、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 
(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
(2) 法令又はこの要綱に基づく命令に違反したとき。 
(3) この補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 
(4) この要綱に基づく知事の処分又は指示に違反したとき。 
(5) 第５又は第 10 の規定により提出した書類に、不実の記載があったとき。 
(6) 第９ ６に規定する報告を受けたとき。 
(7) その他やむを得ないと認められる特別な事情が生じたとき。 

２ １の規定は、補助金の額の確定後においても適用があるものとする。 
第 13 補助金の返還 

１ 知事が、第 12 の規定により交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、
既に補助金が交付されているときは、財団は、知事が指定する期日までに、当該取消額を返還しな
ければならない。 

２ 知事が、第 11 の規定により補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が
交付されているときも、また同様とする。 

第 14 違約加算金及び延滞金 
１ 知事が、第 12 １(1)から(5)までの規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し

た場合において、補助金の返還を命じたときは、財団は、補助金の受領の日から納付の日までの日
数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額
を控除した額）につき、年 10.95 パ−セントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除
く｡）を納付しなければならない。 

２ 知事が、財団に対し補助金の返還を命じた場合において、財団がこれを納期日までに納付しなか
ったときは、財団は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、年 10.95
パ−セントの割合で計算した延滞金（100 円未満の場合を除く｡）を納付しなければならない。 

第 15 財産の管理等 
財団は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）につ

いて、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなけ
ればならない。 

第 16 財産処分の制限 
１ 財団は、取得財産等について、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第

15 号）を勘案して別に定めた期間内においては、知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に反



して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 
２ １の場合において、知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があったときは、

その収入の全部又は一部を東京都に納付させることができる。 
第 17 留意事項 

補助対象事業の実施に当たっては、必要に応じ、東京都と協議すること。 
第 18 補 則 

補助金の取扱いに関する細目については、財団において別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成 27 年度の補助金から適用する。 

附 則 
この要綱は、平成 28 年度の補助金から適用する。 

附 則 
この要綱は、令和２年度の補助金から適用する。ただし、要綱第４のただし書及び別表２について

は、令和２年９月１日から令和３年３月 31 日までの適用とする。 
附 則 

この要綱は、令和３年度の補助金から適用する。ただし、要綱第４のただし書及び別表２について
は、令和３年４月１日から令和３年９月 30 日までの適用とする。 

附 則 
この要綱は、令和３年９月３日から施行し、同年４月１日から適用する。ただし、要綱第４のただ

し書及び別表２については、令和３年４月１日から令和４年３月 31 日までの適用とする。 
附 則 

この要綱は、令和４年度の補助金から適用する。ただし、要綱第４のただし書及び別表２について
は、令和４年４月１日から令和５年３月 31 日までの適用とする。 
 
 

別表１ 
分類 費目 

事業費 
（学校
法人負
担額） 

プログラム参加者の来日に要する渡航費 
JET プログラム実施に係る CLAIR 特別会費 
プログラム参加者の加入する傷害保険料負担金 
プログラム参加者のオリエンテーション参加に要する交通費及び宿泊費 
プログラム参加者の採用に伴い学校法人が負担する次の経費 

給与 
健康保険料 
厚生年金保険料 
雇用保険料 
労働者災害補償保険料 



一般拠出金 
児童手当拠出金 
通勤手当 

プログラム参加者に指導力等向上研修を受講させるための出張経費 
JET プログラム期間満了に伴い、プログラム参加者が帰国する際に要する渡航費及び交通費 

事業費 
（財団

負担
額） 

指導力等向上研修等、プログラム参加者に参加が義務付けられている研修の開催に必要な経費 

事務費 
事業費以外の、私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業の実施に必要な経費（人件費・財
産取得費を含む。）の合算額 

 
 
 
別表２ 

対象経費 補助上限額 助成対象期間 
プログラム参加者を採用するま
での代替要員として、外部の外
国語指導助手を採用又は手配し
た際に要する経費 

１校につき月額 28 万円とする。 
（ただし、実際に要した額が月額 28
万円未満である場合は、その額） 

令和４年４月１日から 
令和５年３月 31 日まで 

 


